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国内希少種指定後の保全対策及び保護増殖事業の進め方 
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（１） 種の保存法の体系（国内種）

・国内希少野生動植物種 ２５９種
・緊急指定種 １種

捕獲等（捕獲、採取、殺傷、損傷）の禁止
譲渡等の禁止
販売目的の陳列・広告の禁止
輸出入の禁止

個体等の取扱に関する規制

（２）生息地等保護区

①
②③④

⑤⑥

⑧

⑦

① 羽田ミヤコタナゴ生息地保護区
② 北岳キタダケソウ生育地保護区
③ 善王寺長岡アベサンショウウオ
生息地保護区

④ 大岡アベサンショウウオ生息地
保護区

⑤ 山迫ハナシノブ生育地保護区
⑥ 北伯母様ハナシノブ生育地保護区
⑦ 藺牟田池ベッコウトンボ生息地保
護区

⑧ 宇江城岳キクザトサワヘビ生息地
保護区

⑨ 米原イシガキニイニイ生息地保護区

計 ７種９地区 890.18ha

（３）その他の保護区

レッドリスト・レッドデータブックの作成

⑨

認定希少種保全動植物園等

保護増殖事業計画の策定（51計画64種）
保護増殖事業確認・認定（14種30団体）

管理地区、監視地区に分けられ、開発行
為等を規制
環境省（地方環境事務所）が保護・管理

生息地等保護区

保護増殖事業

１．指定後の保全のしくみ

自然公園法に基づく国
立・国定・都道府県立自
然公園の区域（ピンク色
の部分）

制度 面積 (ha)

自然公園 5,567,843

自然環境保
全地域

105,587

鳥獣保護区 3,537,564

※規制の緩やかな普通地域等を含む総面積

出典：（面積）自然公園の手引き2018（自然公園財団）、（図）国土交通省国土政策
局「国土数値情報（平成27年度時点の自然公園地域データ）をもとに希少種保全推
進室が編集・加工
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種名 策定省庁 種名 策定省庁

ツシマヤマネコ 環境庁、農林水産省 1995年7月17日 ベッコウトンボ 環境庁、文部省、農林水産省 1996年6月18日

イリオモテヤマネコ 環境庁、農林水産省 1995年7月17日 ゴイシツバメシジミ 環境庁、文部省、農林水産省 1997年4月3日

アマミノクロウサギ 文部科学省、農林水産省、環境省 当初 2004年11月19日 環境庁、文部省、農林水産省 当初 1997年4月3日

文部科学省、農林水産省、環境省 変更 2015年4月21日 文部科学省、農林水産省、環境省 変更 2015年4月21日

オガサワラオオコウモリ 文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 2010年11月11日 ヤシャゲンゴロウ 農林水産省、環境省 2005年12月16日

アホウドリ 環境庁 当初 1993年11月26日 農林水産省、国土交通省、環境省 当初 2009年3月19日

文部科学省、農林水産省、環境省 変更 2006年8月9日 農林水産省、国土交通省、環境省 変更 2015年4月21日

トキ 環境庁 当初 1993年11月26日 オガサワラシジミ 文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 2009年3月19日

農林水産省、国土交通省、環境省 変更 2004年1月29日 文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 当初 2009年3月19日

タンチョウ 環境庁、農林水産省、建設省 1993年11月26日 文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 変更 2015年4月21日

シマフクロウ 環境庁、農林水産省 1993年11月26日 農林水産省、国土交通省、環境省 当初 2009年3月19日

イヌワシ 環境庁、農林水産省 1996年6月18日 農林水産省、国土交通省、環境省 変更 2015年4月21日

ノグチゲラ 環境庁、農林水産省 当初 1998年7月28日 文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 当初 2009年3月19日

文部科学省、農林水産省、環境省 変更 2015年4月21日 文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 変更 2015年4月21日

オオトラツグミ 環境庁、農林水産省 当初 1999年8月31日 ツシマウラボシシジミ 農林水産省、環境省 2017年10月6日

文部科学省、農林水産省、環境省 変更 2015年4月21日

アマミヤマシギ 環境庁、農林水産省 当初 1999年8月31日

農林水産省、環境省 変更 2015年4月21日

ウミガラス 環境省 2001年11月30日 キタダケソウ 環境庁 1995年7月17日

エトピリカ 環境省 2001年11月30日 レブンアツモリソウ 環境庁、農林水産省 1996年6月18日

ヤンバルクイナ 文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 2004年11月19日 ハナシノブ 環境庁 1996年6月18日

文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 変更 2015年4月21日 チョウセンキバナアツモリソウ 農林水産省、環境省 2004年7月29日

オジロワシ 文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 2005年12月1日 ムニンツツジ 農林水産省、環境省 2004年11月19日

オオワシ 文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 2005年12月1日 ムニンノボタン 農林水産省、環境省 2004年11月19日

アカガシラカラスバト 文部科学省、農林水産省、環境省 2006年8月9日 アサヒエビネ 農林水産省、環境省 2004年11月19日

ライチョウ 文部科学省、農林水産省、環境省 2012年10月31日 ホシツルラン 農林水産省、環境省 2004年11月19日

アベサンショウウオ 環境庁、建設省 当初 1996年6月18日 シマホザキラン 農林水産省、環境省 2004年11月19日

文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 変更 2015年4月21日 タイヨウフウトウカズラ 農林水産省、環境省 2004年11月19日

ミヤコタナゴ 環境庁、文部省、農林水産省、建設省 1995年7月17日 コバトベラ 農林水産省、環境省 2004年11月19日

イタセンパラ 環境庁、文部省、農林水産省、建設省 当初 1996年6月18日 ウラジロコムラサキ 農林水産省、環境省 2004年11月19日

文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 変更 2015年4月21日 ヒメタニワタリ 農林水産省、国土交通省、環境省 2009年3月19日

スイゲンゼニタナゴ 農林水産省、国土交通省、環境省 2004年7月29日 コヘラナレン 農林水産省、国土交通省、環境省 2009年3月19日

アユモドキ 文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 当初 2004年11月19日 シマカコソウ 農林水産省、国土交通省、環境省 2009年3月19日

文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 変更 2015年4月21日 ウチダシクロキ 農林水産省、国土交通省、環境省 2009年3月19日

保護増殖事業計画一覧（64種51計画）

ヤンバルテナガコガネ

オガサワラハンミョウ

オガサワラトンボ

オガサワラアオイトトンボ

（

昆
虫
類
）

（

哺
乳
類
）

（

鳥
類
）

（

両
生
類
）

（

貝
類
）

（

植
物
）

（

魚
類
）

2018年12月現在

告示年月日

小笠原陸産貝類14種 文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省 2016年5月16日

告示年月日

ハナダカトンボ
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種名 確認・認定者 確認・認定年月 種名 確認・認定者 確認・認定年月

アホウドリ 東京都 2012年10月 トキ 出雲市（出雲市トキ分散飼育センター） 2010年10月

イタセンパラ
氷見市（イタセンパラ保護池、富山大学理
学部・氷見市連携研究室（ひみラボ水族
館）、氷見市立十二町小学校）

2017年3月 トキ 長岡市（長岡市トキ分散飼育センター） 2011年10月

イヌワシ 秋田市（大森山動物園） 2015年10月 トキ 佐渡市 2013年4月

オオワシ 札幌市（札幌市円山動物園） 2017年2月 ヤシャゲンゴロウ 福井市（福井市自然史博物館） 2018年7月

オガサワラハンミョウ伊丹市（伊丹市昆虫館） 2018年3月 ヤシャゲンゴロウ 三国観光産業株式会社（越前松島水族館） 2018年7月

シマフクロウ 根室市 2010年4月 ヤシャゲンゴロウ 福井県（福井県自然保護センター） 2018年10月

シマフクロウ （公財）日本野鳥の会 2015年2月 ヤンバルクイナ 国頭村 2013年8月

シマフクロウ 釧路市（釧路市動物園） 2016年3月 ライチョウ （公財）日本動物園水族館協会 2015年5月

タンチョウ 釧路市（釧路市動物園 釧路市丹頂鶴自然公園 釧路市阿寒国際ツルセンター） 2016年6月 ライチョウ 東京都（恩賜上野動物園） 2015年5月

ツシマヤマネコ 佐世保市（西海国立公園九十九島動植物園） 2010年3月 ライチョウ 富山市（富山市ファミリーパーク） 2015年5月

ツシマヤマネコ 福岡市（福岡市動物園） 2010年4月 ライチョウ 大町市（大町山岳博物館） 2016年6月

ツシマヤマネコ 横浜市（よこはま動物園） 2011年4月 ライチョウ 石川県（いしかわ動物園） 2018年7月

ツシマヤマネコ 盛岡市（盛岡市動物公園） 2011年6月 ライチョウ 横浜市（横浜市繁殖センター） 2018年12月

ツシマヤマネコ 沖縄市（沖縄こども未来ゾーン） 2011年6月 レブンアツモリソウ 礼文町（礼文町高山植物培養センター） 2016年11月

ツシマヤマネコ 名古屋市（東山動物園） 2011年9月

ツシマヤマネコ 京都市（京都市動物園） 2012年3月

ツシマヤマネコ （公財）日本動物園水族館協会 2014年12月

ツシマヤマネコ 東京都（井の頭自然文化園） 2018年4月

2018年12月現在

アカガシラカラスバト
東京都（恩賜上野動物園、多摩動物公園、
井の頭自然文化園）

2011年4月 トキ

2018年7月

イタセンパラ

石川県（いしかわ動物園） 2009年12月

保護増殖事業確認・認定一覧（14種30団体）

大阪府（大阪府環境農林水産総合研究所 水
生生物センター）

2009年8月 トキ 国立大学法人新潟大学 2011年9月

ツシマヤマネコ 富山市（富山市ファミリーパーク） 2011年4月 ライチョウ
那須高原リゾート開発株式会社（那須どう
ぶつ王国）
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生物多様性保全推進支援事業（希少種関係）

地域における生物多様性の保全・再生に資する先進的・効果的活動
1.国内希少野生動植物種保全対策事業
2.国内希少野生動植物種生息域外保全

国
交付対象者 交付割合

１
地方公共団体・NPO法人・民間
企業等（NPO法人・民間企業等
は、市町村等が事前確認）

定額補助（分布状況調査・保全計
画策定は上限2,500千円、生息環
境改善等は上限1,500千円）

２ 動物園・植物園・水族館等
1種あたり2,000千円を上限とする
定額補助

活動
団体

事業スキーム

交付対象事業

交付対象者・交付割合交付金

＜間接補助事業＞

(交付割合)
右表の通り

平成30年度予算額

25百万円

参考４－１

種の保存法改正による特定第二種国内希少野生動植物種制度、認定希少種保全動植物園等制度の創設等に伴い、地域・民間・動植

物園等による希少種保全活動を一層促進していくために、必要な経費の一部を交付することにより、国土全体の生物多様性の保全再生
を着実に進める。
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平成30年度採択事業（国内希少野生動植物種関係）

事業で取り扱われた国内希少野生動植物種（H20～H30）

哺乳類（2種）

・ダイトウオオコウモリ
・ツシマヤマネコ

鳥類（5種）

・イヌワシ
・シマフクロウ
・タンチョウ
・トキ
・ライチョウ

魚類（3種）

・アユモドキ
・イタセンパラ
・スイゲンゼニタナゴ

昆虫類（5種）

・ウスイロヒョウモンモドキ
・ゴマシジミ
・シャープゲンゴロウモドキ
・ヒョウモンモドキ
・フサヒゲルリカミキリ

植物（28種）

・アツモリソウ
・アラゲタデ
・キリギシソウ
・キリシマイワヘゴ
・クマヤブソテツ
・コキンモウイノデ
・コゴメキノエラン
・サクラジマイノデ
・サツマアオイ
・シシキカンアオイ
・ダイトウサクラタデ
・タブガワヤツシロラン
・ナガバエビモ
・ハザクラキブシ
・ハナシノブ
・ヒメクリソラン

両生類（1種）

・アベサンショウウオ

・芦田川水系スイゲンゼニタナゴ地域連携保全事業
・ハチ高原ウスイロヒョウモンモドキの保全再生事業
・富士山北部生物多様性保全推進事業
・北海道崕山固有キリギシソウの遺伝的多型を守る生息域外保全事業
・南九州―琉球産国内希少野生動植物種の生息域外保全
・紀伊半島特産ホロテンナンショウと小笠原固有種ハザクラキブシ保全
・熊本市動植物園におけるニホンイヌワシの生息域外保全事業
・南大東島に生育するダイトウサクラタデ及びアラゲタデの種子繁殖
・秋田市大森山動物園におけるシマフクロウの生息域外保全事業
・繁殖条件未知種における生息域外保全手法開発と実践適用
・富山市ファミリーパーク・ライチョウ保全プロジェクト

・九州島の絶滅危惧シダ植物の生育域外保全
・北海道に生息するタンチョウの保全活動効率化対策
・シャープゲンゴロウモドキおよびマルコガタノゲンゴロウの生息状況解明および保全対策

・越前市希少な水辺の生き物を守る人づくり連携・協働事業
・亀岡市アユモドキ分布状況調査・生息地改善事業
・ヒョウモンモドキ生息域外保全個体の定着と野生復帰個体群の維持
・屋久島における国内希少野生植物種の調査と保全計画の立案
・希少な生き物・郷土の宝イタセンパラを守る地域・人づくり連携事業
・フサヒゲルリカミキリの住み続ける草原の生息環境保全事業
・熊本県山鹿市のヒュウガシケシダ保全
・阿蘇地域におけるハナシノブ生息再生による生物多様性保全推進事業

・ヒモスギラン
・ヒュウガシケシダ
・フクレギシダ
・ホシザキカンアオイ
・ホロテンナンショウ
・ムニンミドリシダ
・モノドラカンアオイ
・ヤクシマソウ
・ヤクシマヤツシロラン
・ヤドリコケモモ
・ユズノハカズラ
・ヨナクニトキホコリ
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【機密性２】
※機密性は以下を参考に、適切に変更・表示し、以下の記述を削除してください。また、取扱制限等（例１：関係者限り、例２：公表までの間）については必要に応じて追加してください。
秘密文書相当、機微な個人情報を含む場合は【機密性３】／公開を前提としない場合は【機密性２】（公開前の案の段階なども含む）／公開可能な場合は【機密性１】

認定希少種保全動植物園等制度の概要
資料４－１

2017年種の保存法改正によって創設、

2018年６月１日より施行

希少野生動植物種の取扱が種の保存

に資するものとして一定の基準を満た

す動植物園等を環境大臣が認定

認定された動植物園等は、希少野生動

植物種の譲渡し等の規制が原則として

適用されない

＜期待される効果＞

(1) 繁殖等に向けた他園館との円滑な

個体移動などによる生息域外保全

の推進

(2) 来園者への希少種に関する環境教

育・普及啓発の促進

(3) 動植物園等が持つ「種の保存」とい

う公的機能の明確化・社会的な認

知度の向上

繁殖等のために個体を
移動する際、譲渡し等の
許可手続き（第13条）が
必要

＜認定を受けた動植物園等＞（2018年12月17日現在）

名称 取り扱われる希少野生動植物種
の種名

富山市ファミリーパーク
（2018年９月13日～５年間）

ライチョウ、ツシマヤマネコ等
国内希少野生動植物種 ５種
国際希少野生動植物種 ８種

世界淡水魚園水族館（アク
ア・トトぎふ）
（2018年９月13日～５年間）

イタセンパラ、アユモドキ等
国内希少野生動植物種 ５種
国際希少野生動植物種 ８種

大阪市立大学理学部附属植
物園
（2018年12月17日～５年間）

アラゲタデ、ダイトウサクラタデ等
国内希少野生動植物種 ２種
国際希少野生動植物種 １種

認定希少種保全動植物園等制度
（第48条の４等）生息域外保全等の取組は、

各動植物園等の自主的な協
力に頼っているものの…

Ｐ ６



資料４－１ 

Ｐ７ 

２．希少種保全関連予算の概要と変遷 
 

※（  ）内は事業開始年度及び平成 30 年度当初額 

※ 主に国内の希少種保全対策にかかる予算を記載 

 

（１）希少種保護推進費（平成５年～、約６億８千万円） 

 希少野生動植物の保全対策検討及び保護増殖事業 

（調査、生息環境の改善、巡視、普及啓発など） 

 レッドリストの改訂方針等検討 

 国内希少野生動植物種の追加指定にかかる調査 

 

（２）トキ生息環境保護推進協力費（平成 13 年～、約 1,300 万円） 

 日中トキ生息保護協力に関する関連情報の収集業務、日中国

際会議の開催 

 野生個体群の生息環境の把握、分析、生息環境の改善のため

の調査、検討等 

 

（３）希少野生動植物種生息地等保護区管理費 

（平成 18 年～、約 800 万円） 

 違法捕獲等防止柵の設置、生息・生育状況調査や巡視を実施 

 新規の生息地等保護区の指定が必要な種について区域案を作

成するための調査業務等 

 

（４）野生生物専門員活用事業（平成 19 年度～、約 7,700 万円） 

 保護増殖事業、生息状況調査等を促進する必要性が特に高い

地区に野生生物専門家を環境省が雇用し、生息状況調査等を

実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

※保全活動：希少種保護推進費のうち、レッドリスト、レッドデー

タブック（RDB）、種指定に係る予算を除いた事業費 
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保全活動 指定種数



トキ保護増殖事業の取組の概要

・種 名：トキ（Nipponia nippon）
・ランク：野生絶滅(EW)（環境省第4次レッドリスト）
・個体数：野生下推定365羽、飼育下179羽

（2018年12月25日現在）
・規制等：国の特別天然記念物に指定（1952年）

国内希少野生動植物種に指定（1993年）
保護増殖事業計画の策定（1993年）

基礎情報基礎情報

事業取組事業の目標・方針 成果

主な取組主な取組

過去の経緯
江戸時代：日本のほぼ全域に生息
明治時代：乱獲され激減
1950年 ：野生トキ35羽に減少
1981年 ：日本で最後の野生のトキ

５羽を全て捕獲。
人工繁殖に本格着手。

2003年 ：最後の日本産トキ「キン」死亡

野生復帰の訓練
＠佐渡トキ保護センター野生復帰ステーション
（採餌・飛翔・社会性・天敵回避・繁殖）
→2008年の第一回放鳥以降、野生復帰に向け
た放鳥を計19回実施し、計327羽を放鳥。

自然再生の取組（生息環境の整備）
取組の主体：地元自治体（新潟県、佐渡市）、
ＮＧＯ､大学､地域・生産者グループ、国（農水
省、国交省、林野庁、環境省）など
＜取組の内容＞
○ビオトープ整備
○水田と用排水路を結ぶ魚道の設置
○環境保全型農業の普及
○トキ野生復帰に向けた川づくり
○ねぐら・営巣木の保全

日中トキ保護協力
○1985年～中国からの個体の借受け
○中国におけるトキ保護のための日本の協力
（1995年～「日中トキ生息保護協力事業」

野生トキの生息環境調査、生息環境保護）

トキ保護増殖事業計画
（2004年改訂）
遺伝的な多様性の確保に配慮しつ
つ本種の飼育下での繁殖を進め、
飼育個体群の充実を図るとともに、
かつて本種の生息地であった新潟
県佐渡市において本種の生息に適
した環境を整えた上で再導入を図
り、本種が自然状態で安定的に存
続できるようにする。

トキ野生復帰ロードマップ2020
（2016年3月策定）
2020年頃に佐渡島内に220羽のト
キを定着させる

トキ野生復帰ロードマップ2020の目標
を2018年6月に2年前倒しで達成

2012年、放鳥個体６羽から、野生下と
しては36年ぶりにヒナ（８羽）が誕生

2016年からは両親ともに野生生まれ野
生育ちのペアからヒナが誕生、巣立ち

2018年には、野生生まれの生存個体数
が放鳥の生存個体数を超えた

資料４－１
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トキ保護増殖事業の取組の概要（野生下の繁殖状況）

繁殖
年

ペア形
成数

営巣参
加メス

数

孵化さ
せた巣

数

孵化率
（％）

巣立っ
た巣数

巣立ち
率

（％）
2010 6 6 0 0.0 0 0.0 
2011 7 7 0 0.0 0 0.0 
2012 18 16 3 18.8 3 18.8 
2013 24 21 5 23.8 2 9.5 
2014 35 32 14 43.8 11 34.4 
2015 38 33 12 36.4 8 24.2 
2016 53 53 25 47.2 19 35.8 
2017 65 65 36 55.4 31 47.7 
2018 77 72 32 44.4 27 37.5

孵化率・巣立ち率

経年的には増加傾向

有精卵率の推移

放鳥個体が経験を積んだこと、野生生まれ個体
が増加したことによる有精卵率増加

育雛形態、放鳥/野生の別による巣立ち率の違い

巣立ち率は…
自然育雛個体 ＞ 人工育雛個体
雌雄のいずれかに野生生まれ個体を含む場合 ＞ 放鳥トキのペア

繁殖を成功しやすい個体の増加

コロニー繁殖巣数の推移と、コロニー/単独の別による孵化率・巣立ち率の違い

近年はおよそ半数のペアがコロニー繁殖
孵化率・巣立ち率は コロニー ＞ 単独巣

繁殖成功率の高いペアの増加

資料４－１
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トキ保護増殖事業の取組の概要（保護増殖事業計画の目標の達成状況）

レッドリストカテゴリー（Ｄ基準：成熟個体数の僅少
等）における、成熟個体数の目安
ア 野生絶滅（EW） ： 0羽
イ 絶滅危惧ⅠA類（CR） ： 1～49羽
ウ 絶滅危惧ⅠB類（EN） ： 50～249
エ 絶滅危惧Ⅱ類（VU） ： 250～999羽
オ 準絶滅危惧（NT） ： 1000羽以上

野生下で生存するファウンダーの子孫数と遺伝子構成

イーシュイとホアヤンについては、依然として血縁占有度は低い
トキの遺伝的多様性の確保の観点から、10月に中国から到着した２羽の
新たなトキ（ロウロウ、グワングワン）の子孫も増えていくことが重要

2019年には、成熟個体数１羽以上の状態が５年間
続いたことになる

成熟個体数＝下記①＋②（ロードマップ2020より）
①放鳥個体のうち、野生下での繁殖に成功し、その誕
生個体が繁殖齢（2歳）を迎えた放鳥トキの個体数
②野生下で誕生し、繁殖齢（2歳）を迎えた個体数

成熟個体数の増加 遺伝的多様性

生息域

資料４－１
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未婚雄は、
気に入った
営巣林で雌
の飛来を待
ち続けるこ
とがある。
未婚雌は
様々な営巣
林をまわり、
雄を探す行
動が認めら
れる。

本州飛来 計24例（雄２, 雌18, 不明４）
現在、本州には１羽。確認状況（佐渡島内・本州）

生息地確保のための「朱鷺と暮らす郷づ
くり認証米」の取り組み（佐渡市）

多くの野生トキが生息できる環境の確保が重要

ロウロウ グワングワン

主食用水稲作付に対する認証米に取り組ん
だ農家数と水田面積の割合（佐渡市提供）
（平成28年度）

農家数：488戸
面積：1,180ha



タンチョウ保護増殖事業の取組の概要タンチョウ保護増殖事業の取組の概要
・種 名：タンチョウ（Grus japonensis）
・ランク：絶滅危惧Ⅱ類(VU)（環境省第4次レッドリスト）
・分布域：国内では北海道東部の湿原を中心に分布
・個体数：種としての総個体数は2,750羽

（Birdlife International, 2013）
・規制等：国の特別天然記念物に指定（1952年）

国内希少野生動植物種に指定（1993年）
保護増殖事業計画の策定（1993年）

■ 目標・コンセプト
本種が自然状態で安定的に存続できるような状態になることを目標とする
目指すべき姿：タンチョウと共生する地域社会

自然採食地環境の向上
農業被害対策手法の検討
地域の取組の推進

保護増殖事業による給餌
国の給餌事業は1984年から開始
現在、環境省では３箇所の給餌場（鶴見台給餌場、鶴居・伊藤タンチョウサンク
チュアリ給餌場、阿寒給餌場）において給餌を実施
盗食・感染症対策として、給餌場におけるオオハクチョウやシカの入り込み概況
を記録

生息地の分散
生息地分散の手法の一つとして、2015年度から給餌量の調整を実施

→2017年度は、2014年度と比較し、３割給餌量を削減

保護増殖事業の取組

・地域住民らによる献身的な保護もあり、個体数が劇的に回復。国の取組も進み、個体数
は一貫して回復傾向。

・環境研究総合推進費の研究結果によると、このままの環境が維持されれば、個体数は
2,000羽まで回復し、感染症等の発生による大幅な減少がなければ、100年後の絶滅の
おそれはないことが明らかに。

・生息地の分散が確実に進むとともに、農業被害等の地域における課題に適切に対処でき
ないと、地域とタンチョウの共存が円滑に進まず、環境省が実施する給餌をやめること
ができないおそれがある。

これまでの成果と課題

・給餌事業などは縮小かつ地域の取組へ移行しつつ、農業被害対策の手法
検討・確立、給餌を含めた地域での取組のガイドライン、ルールの作成
等のフォロー。

・これまでの取組結果を踏まえ、2020年度までにタンチョウ生息地分
散行動計画を改定。

今後の方針

・過去の経緯
1924年 タンチョウ再発見
1952年 阿寒町及び鶴居村にて給餌に成功。33羽確認
1984年 国の給餌事業開始
1993年 国（環境省、農林水産省、国土交通省）の保護増殖事業計画策定
2005年 越冬分布調査において1,000羽以上確認
2013年 タンチョウ生息地分散行動計画（環境省）策定
2017年 NPO調査により約1,750羽を確認

生息状況の把握のための調査
毎日の給餌場におけるタンチョウの最大飛来数（成鳥、幼鳥）と調査時間
を記録
給餌量の調整のための調査

農業被害対策
給餌の調整による農業・酪農業への被害が懸念されることから、被害の実
態把握調査、防除手法の検討を実施

傷病個体の保護
傷病個体（死体を含む）を保護・回収し、釧路市動物園の協力を得て、原
因究明を行い対策を実施

資料４－１
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＜総数把握調査＞（平成30 年度タンチョウ保護増殖検討会 「NPO法人タンチョウ保護研究グループの活動の概要」より引用）

＜繁殖状況調査＞（平成30 年度タンチョウ保護増殖検討会 「NPO法人タンチョウ保護研究グループの活動の概要」より引用）

タンチョウ保護増殖事業の取組の概要タンチョウ保護増殖事業の取組の概要 資料４－１

Ｐ 12



2014 2015 2016 2017

最大給餌量 7,500 7,020 6,000 5,250

実際の給餌量 - 2,770 5,249 3,960

最大給餌量 7,500 7,020 6,000 5,250

実際の給餌量 - 3,480 3,360 3,370

最大給餌量 11,040 9,300 8,820 7,740

実際の給餌量 - 9,300 8,820 3,800

最大給餌量 26,040 23,340 20,820 18,240

実際の給餌量 - 15,550 17,429 11,130

給餌量（kg)

計

鶴居・伊藤ﾀﾝﾁｮｳｻﾝｸ

ﾁｭｱﾘ給餌場

鶴見台給餌場

阿寒給餌場

＜給餌場の最大給餌量、実際の給餌量＞ ＜越冬分布数調査結果＞

タンチョウ保護増殖事業の取組の概要タンチョウ保護増殖事業の取組の概要

＜タンチョウ年度別収容件数（H12～H29年度）＞

※各原因別の収容件数の合計が収容個体数を上回る年があるが、これ
は複数の原因が考えられる収容個体があるため

資料４－１
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小笠原陸産貝類14種保護増殖事業の取組の概要

・種 名：小笠原陸産貝類（ナンバマイマイ科）14種
・ランク：絶滅危惧Ⅰ類（環境省第4次レッドリスト）
・個体数：多くの島で激減。
・規制等：国の天然記念物に指定（昭和45年）

国内希少野生動植物種に指定（平成27年）
保護増殖事業計画の策定（平成28年）

基礎情報基礎情報

事業取組事業の目標・方針

主な取組主な取組

主な脅威
・ニューギニヤヤリガタリクウズムシ

※1990年頃に父島に侵入
・上記以外の陸産ウズムシ類
・アカギやモクマオウによる植生変化
・クマネズミ

生息域内保全
【減少要因の排除】（外来プラナリア、外来ネズミ、貝食性陸産貝
類、外来植物、ノヤギ）

ベイトステーションによるネズミ駆除（2015年度～@兄島）
殺鼠剤の空散（2009年度、2016年度 @兄島）
プラナリア防除技術開発

【生息環境の保全】
プラナリア防除柵
水際対策（靴裏への酢酸噴霧）

小笠原陸産貝類14種
保護増殖事業計画
（2016年策定）
14 種の生息状況等の
把握及びモニタリング
を行い、その結果等
を踏まえて14 種の生
息に必要な環境の維持
及び改善を図るととも
に、必要に応じ野生復
帰を可能とする飼育及
び人工繁殖を実施する
こと等により、14 種
が自然状態で安定的に
存続できる状態とする
ことを目標とする。

生息域外保全
【屋内飼育】
@小笠原自然保護官事務所（野生生物専門員が飼育を担当）
2010年～１種１個体群飼育開始→2018年度は６属13個体群飼育
@東京動物園協会４園 2017年～飼育開始（２種）
【屋外飼育】
2014年～３種@父島島内 ネズミ類、プラナリア類の侵入防止
策を講じた施設で野生順化

生息域内保全
＜父島＞2017年度中に複数種の陸産貝類の
相が維持されていた鳥山地域のエリア防除
柵内にプラナリアが侵入
→生息地は巽崎地区に僅かに残る程度に。
＜兄島＞2017年度ネズミの痕跡確認

飼育個体数
計5,281頭
@小笠原世
界遺産セン
ター
(2018年10月
時点)

個体群間の個
体数のバラン
スをとるため
一部の種は繁
殖制限中

生息域外保全

成果・評価

アナカタマイマイ
©森英章

ヒシカタマイマイ©森英章
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陸産貝類の適応放散という進化の過程が
見られることが、世界自然遺産としての
主要な価値として評価されている

検討中の事項
ニューギニアヤリガタリクズムシ未侵入地域（属島）
への補強・再導入（巽島・南島）



小笠原陸産貝類14種保護増殖事業の取組の概要（室内飼育）
カタマイマイ属の域外保全個体孵化率の推移

域外飼育開始以降、顕著な低下は確認されていない
屋外飼育施設でのチチジマカタマイマイ飼育状況

一時的な
栄養補強 2017年12月

屋外孵化個体
が初めて成貝
まで成長

屋外施設での
累代飼育が今
後の課題

カタマイマイ属の域外保全実施状況@小笠原遺産センター

カタマイマイ属飼育マニュアル作成

一部の個体群は域外保全による遺伝的多様性の劣化の心配

種 地域 プラナリア

カタマイマイ 夜明山 侵入

長崎 侵入

キノボリカタマイ
マイ

夜明山 侵入

チチジマカタマイ
マイ

南崎 侵入

千尋岩 侵入

鳥山 侵入

巽島 未侵入

巽崎 侵入

アナカタマイマイ 千尋岩 侵入

巽島 未侵入

鳥山 侵入

クチベニカタマイ
マイ

兄島 未侵入

コハクアナカタマ
イマイ

兄島 未侵入

外来生物の状況

現状、ニューギニアヤリガタ
リクウズムシ侵入地域での野
生復帰は困難
未侵入地域（属島）での補強、
再導入を検討中

飼育講習会での活用

父島にはカタマイマイ属のほか
にも小笠原固有種（カドオガサ
ワラヤマキサゴ、ハタイエンザ
ガイ 等）が生息しているが、飼
育技術未確立

（一財）自然環境研究センター作成

Ｐ 15
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（参考）http://hokkaido.env.go.jp/kushiro/160324w.pdf
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４．課題と今後の方向性 

課題 

① 指定種の数が増加し、各種の保全対策が十分とはいえない中、限られた予算を効率的・効果的に配分し、保全目標の達成状況に

応じて戦略的に保護増殖事業を実行することが求められている。 

② 保護増殖事業の結果、単に個体数が増加すればいいというだけではなく、開発や捕獲といった脅威の排除、遺伝的多様性の確保、

生息域の拡大・分散、外来種対策を含む生息・生育環境の改善とその維持、農業被害の緩和、普及啓発の促進等、種の特性に応

じた複数の保全目標の達成が求められている。 

③ 指定種の増加に伴い、生息域外保全が必要な種が増加しているが、必ずしも飼育繁殖の技術や野生復帰の方法論が確立されてい

ない場合がある。 

④ 保護増殖事業の確認・認定を受けている 30 団体のうち、地方公共団体以外の民間団体は５団体にとどまるなど、ＮＰＯや企業

等の民間事業者による希少種の保全活動は限定的といえる。 

今後の方向性 

 上記の課題を踏まえ、以下の取り組みを促進・強化する必要がある。 

① 将来的な保護増殖事業の見直し又は終了を見据え、事業の目標設定や進捗管理を行い、保全対策予算を適切に見直す。 

② 利用可能な科学的データを活用し、事業の達成状況を種の特性に応じた複数の視点から分析・評価し、事業実施のための計画に

反映するなど、事業に還元する。 

③ 生息域外保全においては、個別の種ごとの飼育繁殖の技術開発に取り組みつつ、将来的な野生復帰を念頭に、その方法論を確立

する。 

④ ＮＰＯや企業等の民間事業者との連携をさらに促進する。 


